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ュアル第 5版：Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders 5,以下 DSM-5
と略称する）でも自閉症スペクトラム障害 3)（中国語名：孤独症譜系障害,Autism Spectrum 
Disorder，以下 ASD と略称する）と呼ばれ統一された概念とみなされるようになってきて
いる。 
世界で最初に 11 名の自閉症の症例を報告した Kanner は,小児期の統合失調症ないしは
類似の疾患と考え,極端な孤独,同一性の固執,変化へ抵抗など普通ではない行動傾向の特
徴,またしばしば驚くべき記憶力を持つなどの特徴があることを記載し,「早期幼児自閉症」
（early infantile autism）と命名した(Kanner,1943；1946)。また翌年の 1944 年には















れ,以後 ASD の概念が広かった。また自閉症を含む ASD の成立メカニズムは,1970 年代の言










神障害の診断と統計マニュアル第 3版：Diagnostic and Statistical Manual of Mental 
Disorders Ⅲ,以下 DSM-Ⅲと略称する）」においてである。ここでは, ①対人的相互反応









 1994 年には「DSM-Ⅳ」(精神障害の診断と統計マニュアル第 4 版：Diagnostic and 
Statistical Manual of Mental Disorders Ⅳ，以下 DSM-Ⅳと略称する)が公表された。
「自閉症」概念は拡張された「広汎性発達障害」のサブカテゴリーの 1つに位置づけられ
た。「自閉症」の他に,小児性崩壊性障害,レット障害,アスペルガー障害,非定型発達障害














れて進められてきた研究の発展によって自閉症および ASD に対する認識も変わってきた。 
その結果,自閉症および ASD の定義の変化と研究の発展により,ASD の有病率も大きく変
化してきた。自閉症や ASD の有病率の推計について,1943 年 Kanner によると,自閉症の有
病率は約 1 万人中 4 名（0.04%）だとされていた。1979 年の Wing らによる調査では,イギ
リスにおける自閉症（0歳～15歳）の有病率は 0.05%であったが,同調査でおこなわれた ASD
の有病率は 4倍の 0.21%であった(Wing & Gould,1979)。30 年後の 2009 年に Baron-Cohen
らがおこなったイギリスでの調査では ASD（5歳～9歳）の有病率は 7.5 倍の 1.57%であっ
た(ICD-10,ADI-R,ADOS を使用;Baron-Cohen,et al.,2009) ,2011-2012 年に Blumberg らが
アメリカでおこなった調査では ASD（6 歳～17歳）の有病率は 2.0%であった（DSM-Ⅳを使
用;Blumberg,et al.,2013）。 




候群は ASD の一群であることが紹介された。その 11 年後に,孫・于(2002)によって,国外の
ASD の発症率が紹介された。静(2006)によって,中国国内においても早期診断と早期治療の
体制の確立が必要であることが指摘されるようになった。 
中国における自閉症と ASD における診断基準の変遷過程をみてみると,陶は 1982 年に
DSM-Ⅲの診断基準を使用し,最初の事例研究をおこなった。陶（1982）の研究によると,26












行動がみられた(ケース 3,4)など 9つの特徴を報告している。 
これ以降,中国では,世界保健機関（WHO）の「国際疾病分類」ICD-10(1990),ICD-10 改訂
版(2003)や DSM-Ⅲ-R(1987),DSM-Ⅳ(1994)の診断基準を導入し,それらの診断基準で診断





位置づけられている。現在 DSM-5 が公表されているが,これを受けて中国でも CCMD－4 の
公表が待たれているという状況にある。 
中国では,最初の自閉症が 1982 年に報告されたことはすでに上述したが,それ以降の 10
年間は大規模な自閉症あるいは ASD の有病率の調査統計はおこなわれなかった。14年後の
1996年に福建省で自閉症（14歳以下）の有病率調査がおこなわれたが,有病率は0.03%（DSM-
Ⅲ-R と CCMD-2-R を使用;羅ら,2000）,2006 年の政府による調査では,0 歳～17 歳までの
616,940 名の対象児中,自閉症児は 131 名(発症率は 0.02%)であった(ICD-10 を使用)。この
調査結果から推計して,全国 0 歳～17 歳中の自閉症児数は約 4.1 万人と推定された(董












中国における ASD 児とその家族に対する発達支援の変遷大きく 2 つの時期,すなわち 1
期（1982-2005）,2 期（2006-現在）に区分することができる。 
1 期の 20 余年間は,ASD を支援するための法制度・政策の整備が進まず,ASD への発達支
援システムは未構築であった。 
中国では文化大革命（1966-1977）によって,すべての福祉基盤が失われた。文化大革命






政府は,国家発展事業綱要に合わせて,1990 年から「中国障害者事業第 8次 5ヵ年計画綱
要」8）(1990-1995) (中国語名：「中国残疾人事業八・五計画綱要」，以下『「八・五」綱要』
と略称する),「中国障害者事業第 9 次 5 ヵ年計画綱要」9）(1996-2000)（中国語名：以下
『「九・五」綱要』と略称する）,「中国障害者事業第 10次 5ヵ年計画綱要」10)(2001-2005) 


















































































































































































国第 13 次 5 ヵ年障害者事業発展綱要」を制定するために,聯合会は,2015 年 1 月から,「全
国障害者基本サービス状況とニーズ専項調査」をおこなうことになっている。 

















国における ASD 児の発達支援に関する研究」をまとめることができた。 





























第 1 節で述べたように,1980 年代以降中国における障害者への支援政策は時代とともに

















































































































第 1 章では,80 年代以後の中国における障害者政策の変遷,特に 1982 年（最初の症例報
告）から現在まで ASD 児の発達支援の現状と課題を中心に検討する。第１節は,1980 年以
後の障害者を支える法制度と障害者事業の展開過程を整理する。第 2 節は,1980 年代以後
の MR 児療育・教育支援事業における義務教育の範囲の拡大と教育課程の現状および,就学
前教育の展開を述べる。第 3節は,最初の症例報告からの 30年間 ASD 児の発達支援の歴史
的展開,法律の制定の背景のもとに公的支援政策を成り立つから近年の現状をまとめて検
討する。第 4 節は,ASD 児の医療,療育,義務教育の現状について述べる。第 5 節は,ASD 児
の発達支援における早期発見・診断と医療,早期療育とリハビリテーション,義務教育,法
令と政策の整備各領域の課題を考察する。 
第 2 章では,中国における ASD 児とその家族のニーズについて量的調査を行う。第 1節
は,ASD 児と MR 児の親における障害受容と障害の気づきから療育へ,療育内容に関する内
容の比較を通して,ASD 児の障害特性や発達段階,療育の内容によって,ASD 児とその家族が


























5)「第 1 回障害者サンプリング調査」は,1987 年 4 月 1 日 0 時から,全国 29 省・自治区直
轄市の地域が抽出され,約 1,579,316 万人を対象に実施された。 
6)「中国障害者事業 5 ヵ年工作綱要」は,1988 年から 1991 年までの 3 年間実施された。
1991 年からは,「中国障害者事業第 8次 5ヵ年計画綱要」という名称で実施された。1988
年の「中国障害者事業 5ヵ年工作綱要」から「中国障害者事業第 8次 5ヵ年計画綱要」




は,1953 年より「全国第 1 次 5 ヵ年計画」をスタートさせていた。途中で一度中断され
たが,1991 年に「国家の経済と社会発展計画と第 8 次 5 ヵ年計画綱要」として再度始ま









業八五計画綱要」的通知）1991 年 12 月 29 日公布。 
9)「中国障害者事業第 9次 5ヵ年計画綱要」（1996-2000）（国務院関於批転「中国障害者事
業九五計画綱要」的通知）1996 年 4 月 26 日公布。 
10)「中国障害者事業第 10 次 5ヵ年計画綱要（2001-2005）」（国務院関於批転「中国残疾人




号,1989 年 5 月 4 日)。 
13)「中国障害者事業第 11 次 5ヵ年発展綱要（2006-2010）」（国務院関於批転「中国障害者
事業十一五計画綱要」的通知）2006 年 5 月 16 日公布。 
14）｢中国障害者事業第 12 次 5ヵ年発展計画綱要（2011-2015）」（国務院関於批転「中国障
害者事業十二五計画綱要」的通知）2011 年 6 月 8日公布。 
15)「中華人民共和国義務教育法」1986 年 4 月 12 日採択,1986 年 7 月 1日施行。2006 年 6
月 29 日改定案採択,同年 9月 1日施行。 
16)「第 2回全国障害者サンプリング調査」は,2006 年 4月 1日 0 時から,全国 31省・自治
区・直轄市の県レベル 734 地域が抽出され,約 2,526,145 人を対象に実施された。 
17)「中華人民共和国障害者保障法」1990 年 12 月採択・公布,1991 年 5月施行。2008 年 4
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第 1章 中国における自閉症スペクトラム児の発達支援の現状と課題   





ム児（Autism Spectrum Disorder:以下 ASD 児と略称する）の発達支援の現状と課題を検討
する。第 1 節では,1980 年代以後の中国における障害者支援事業の展開過程を述べる。第
2節では,1980 年代以後の障害児療育・義務教育事業の展開過程を述べる。第 3節では,1982
年から 2014 年までの ASD 児の発達支援の展開過程を論述する。第 4節は,ASD 児の医療,療
育,義務教育の現状について文献研究を通して明らかにする。第 5 節は,ASD 児への発達支
援の変遷,医療・療育・義務教育領域における状況を検討する。 
 








1986 年に政府は,1981 年の「国連・障害者年」および 1983-1992 年の「国連・障害者十
年（1983-1992）」に呼応して「障害者年」に関する中国組織委員会を設置した。また,政府
は 1987 年に「第 1回全国障害者サンプリング調査」3）を行った。同年政府は, 障害者事業
を順次展開するために「中国障害者事業 5ヵ年工作綱要」（1988-1990）4）（中国語名:「中



























計画(発展)綱要を制定してきた。表 1-3 に示すように,計画(発展)綱要は,5 年ごとに見直
され（『5ヵ年計画』）,現在 6度目の「中国障害者事業第 12次 5ヵ年発展綱要」（2011-2015）


































2006 年の推計結果によると,障害者の内,0 歳～17歳の障害児数は,504.3 万人で,全障害
者数の 6.1%になる。視覚障害 24.1 万人(4.8%),聴覚障害 20.5 万人(4.1%),言語障害 36.9
万人(7.3%),肢体障害 89.9 万人(17.8%),知的障害(Mental Retardation:以下 MRと略称す
る)174.9 万人(34.7%),精神障害 14.5 万人(2.9%),重複障害 143.5 万人(28.5%)であった 
(田ら,2007)。 











かった。MR児の義務教育での受け入れは 1978 年以後に開始され,1979 年には MR 児のため









80 年代後半より全国的に MR 児を対象とする特別支援学校が開校されるようになった。




った。上海市で設立された障害児の就学前教育機関数は,50 年代の１ヵ所,60-70 年代の 0
ヵ所,80 年代の 4ヵ所であった。90 年代になって 20 ヵ所となった。障害児の早期教育・早



































法第 12 条)」という早期介入と教育にかかわる機関の役割も明記されている。 
1990 年代に入ると法令の制定と同時に,障害児教育および早期教育に関する国の政策に
変化がみられはじめる。1996 年からはじまった「中国障害者事業第 9 次 5 ヵ年計画綱要」














































2006 年にはじまった「中国障害者事業第 11 次 5 ヵ年発展綱要」（2006-2010）24)（中国

























第 3 節 自閉症スペクトラム児の発達支援の展開-最初の症例報告(1982 年)からの 30 年- 
1.民間機関からはじまった発達支援の展開 





































(1) 2006 年以前の展開 
公的に初めて自閉症を含む障害児の義務教育の促進と発展という内容が明記されたの





(2) 2006 年第 2回障害者サンプリング調査における自閉症児の状況 
ASD 児の発達支援において法的支援と公的政策･計画の転換期となったのは 2006 年であ
った。この年には,「義務教育法」改正がおこなわれた。また,第 2回障害者サンプリング
調査が実施され自閉症児が初めて調査対象となった。 
2008 年に聯合会は第 2 回全国障害者サンプリング調査の結果に基づいて,『中国障害児
童現状分析と対策研究』の報告書を公表した。この報告書で初めて ASD の全中国の人口統
計学上の推計と教育・社会的支援の状況の実態をまとめている。 
同報告書によると,2006 年 5 月の調査時点で,中国の 0 歳～17 歳 616,940 名の調査対象
の内,自閉症児は 131 人(男性 92 人,女性 39 人,男女の比率は 2.5：1)で,罹患率は 0.02%で
あった(この時アスペルガー症候群はデータの中に含まれていなかった)。なお,図 1-1 で
分るように,2006 年のサンプリング調査結果では,14 歳未満の精神障害児の中で自閉症児
が多数を占めている。なお,詳しくみると診断された 0 歳～17 歳の各年齢層における自閉
症児の割合をみると,0 歳～3 歳の自閉症児が 35.9%(癲癇が 15.4%,その他 19.2%),4 歳～5
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歳が 35.6%(癲癇が 15.6%,その他 22.2%),6 歳～14 歳が 14.3%(癲癇が 33.6%,その他
17.4%),15 歳～17 歳が 0.0%(癲癇が 25.5%,精神分裂病(当時の呼称)23.2%,その他の精神病
が 16.1%)であった。 
 











(3) 2006 年以降の展開 












合計 9,543人の子どもが療育を受けるようになっている（2006年が 750人,2007年が 1,056
人,2008 年が 1,027 人,2009 年が 1,090 人,2010 年が 5,620 人(各年度障害者事業統計公報
ホームページ)。ようやく,政府主導で自閉症児療育への発達支援がはじまったといえる。 





















































民間施設で自閉症児の療育がはじまったのは 1990 年代である。当時中国全土では ASD に
対する認識が浸透していなかったため,普通幼稚園への入園は拒否され,このような状況の
中,ASD 児の親は自分たちの手で子供の訓練施設を設立した。1993 年に中国で最初の民間
施設「北京星星雨教育研究所」が,1 人の自閉症児の母親により設立された。以後 2006 年
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までには同じような民間施設が全国で 100 ヵ所設立された。2011 年には 400 ヵ所以上の同


















療育施設の実態についてみると,2008 年の時点で 128 ヵ所の施設で 5,176 人の ASD 児が
療育を受けていた。4割の民間施設では,利用している子どもの人数は 11～30 人であっ
た。また利用している子どもの年齢は,3 歳以下が 13.5%,3 歳～6歳が 47.0%,7 歳～12歳
が 18.8%,12 歳～18歳が 10.1%であった。療育形態では,99.0%の施設で子どもに個別訓練
と集団指導の両方を実施していた。また 96.0%の施設では,子どもへの指導と親への指導
を同時に実施していた。なお,民間施設を卒業した子どもの進路は,幼稚園,学校,家に戻す
という 3つのルートであった。教師の状況は,民間施設の職員数の平均は 21.6 人であり,
職種は教師,リハビリテーション専門家,管理職員であった。教師の学歴では,正規の大学


















































































































政府は,障害者政策の中で,明確に 0 歳～6 歳の障害児のスクリーニング・医療・早期リ
ハビリテーション教育システムの構築が重要課題であるとしている。 
























































































































2013 年に実施された ASD 児を持つ親に対する教育ニーズの調査結果では, 「居住地の近
くの地域に入学できる」・「入学拒否を零にする」・「子どもの教育計画作成への参加と監督」
















































MR 児または ASD 児を例にみると,特別支援学校の教育課程では（学校によって違いがあ
るが）,原則として年齢別に 1 回生から 9 回生までの 9 学級（同年齢学級が複数クラスから
なることもある）が設けられる。学年の学級人数は 6～8 名（クラスが増設される場合に
は,これが基準となる）である。学級担当の教師は学級全体を管理する。その他の教師は,各













校で使用されている教材や教科書は中度 MR 児を想定したもので,重度 MR 児や自閉症児の
特性に配慮したものとなっていない。学級運営がうまくいかなくて教師が挫折感を表明す
るケースは多い。学校の 1 日のスケジュールを例に取ってみると以下のような困難がある。
体操の時間,遊びの時間,昼休憩,登校・下校の準備,これら以外は,午前 9 時 20 分から 11 時
25 分までの 3 コマおよび午後 12 時 50 分から 14 時 50 分までの 3 コマからなっている。






















































このようみてくると 1982 年から今日までの 30余年間に中国での ASD 児への発達支援は
大きくすすんできているといえるが,今後の課題も明らかにはじめている。 
ASD 児・者の権利保障の視点からみると,2つの課題を指摘することができる。 































































1）新政府成立以後 1949 年-現在における中国の障害者支援事業を概観すると,以下の 5つ
の段階に分けられる。 






② 第 2段階 (1966-1976) 
1966 年から 1976 年までは文化大革命の時期である。障害者事業も大きな打撃を受け,
障害者事業は全く展開されなかった。空白の 10年間といえる。 




提唱した。この時期は,憲法の改正,1987 年に全国第 1 回障害者サンプリング調査の実
施など障害者支援政策やシステムを構築する基礎的準備段階である。 













2)「憲法」1982 年 12 月 4 日改正案採択・公布・施行。1954 年 9 月採択・公布・施行,以
1975 年 1 月,1978 年 3 月,1980 年 9 月に改正した。1982 以後何度も改正した,2004 年
3 月 14 日改正案採択 。 
3)「第 1 回障害者サンプリング調査」は,1987 年 4 月 1 日 0 時から,全国 29 省・自治区直
轄市の地域が抽出され,約 1,579,316 万人を対象に実施された。 
4）「中国障害者事業 5 ヵ年工作綱要」は,1988 年から 1991 年までの 3 年間実施された。
1991 年からは,「中国障害者事業第 8次 5ヵ年計画綱要」という名称で実施された。1988
年の「五年綱要」から「中国障害者事業第 8 次 5 ヵ年計画綱要」に変更された理由は,
政府が,1991 年に出した「国家の経済と社会発展計画と第 8次 5ヵ年計画綱要」に障害
者事業が統合されたからである。障害者事業を国家財政支出に組み込み,経済計画に含
んでいく必要があった。そのために経済と社会発展の政策内容に統合して,新しく「中
国障害者事業第 8次 5ヵ年計画綱要」を制定したのである。中国政府は,1953 年より「全
国第 1次 5ヵ年計画」をスタートさせていた。途中で一度中断されたが,1991 年に「国
家の経済と社会発展計画と第 8次 5ヵ年計画綱要」として再度始まった。2011 年に「国





6)「中華人民共和国障害者保障法」1990 年 12 月採択・公布,1991 年 5 月施行。2008 年 4
月改正・公布,2008 年 7月施行。 
7) 法律リスト 
①「中華人民共和国義務教育法」1986 年 4 月 12 日採択,1986 年 7 月 1 日施行。2006 年
6 月 29 日改定案採択,同年 9月 1日施行。 
② ｢中華人民共和国未成年者保護法｣1991 年 9 月 4 日採択・公布,1992 年 1月 1 日施行。
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2012 年 12 月 29 日改正案公布,2013 年 1月 1日施行。 
③「中華人民共和国教育法」1995 年 3月 18 日採択・公布,同年 9月 1日施行。2009 年 8
月 27 日改正案採択。 
④「中華人民共和国母子保健法」1994 年 10 月 27 日採択・公布,1995 年 6月 1 日施行。 










9) ｢中国障害者事業第 12次 5 ヵ年発展計画綱要（2011-2015）」（国務院関於批転「中国障
害者事業十二五計画綱要」的通知）2011 年 6 月 8日公布。 
10)「中華人民共和国国家衛生・計画出産委員会」は,元の「中華人民共和国衛生局」と「中





13)「第 2回全国障害者サンプリング調査」は,2006 年 4月 1日 0 時から,全国 31省・自治
区・直轄市の県レベル 734 地域が抽出され,約 2,526,145 人を対象に実施された。 
14)「第 2回全国障害者サンプリング調査障害診断と評定方法」(2005 年 11 月 18 日国務院
採択)。 
15) ｢学制の改革に関する決定｣は,中央人民政府政務院 1951 年 10 月公布。 
16) ｢教育体制改革の決定｣は,国務院 1985 年 5 月 27 日公布。 
17) ｢国務院辦公庁転発国家教育等部門関於発展特殊教育若干意見的通知」(国辦発






事業九五計画綱要」的通知）1996 年 4月 26 日公布。 
20)「中国障害者事業第 10 次 5ヵ年計画綱要（2001-2005）」（国務院関於批転「中国残疾人
事業十五計画綱要」的通知）2001 年 4月 10 日公布。 
21) ｢国家中長期教育改革・発展計劃綱要(2010-2020)｣教育部 2010 年 7月 29 日公布。 




24)「中国障害者事業第 11 次 5ヵ年発展綱要（2006-2010）」（国務院関於批転「中国障害者
事業十一五計画綱要」的通知）2006 年 5 月 16 日公布。 
25)「国務院における現在の就学前教育の発展に関する若干意見」（国発[2010]41 号）2010
年 11 月 21 日公布。 
26)「『0歳～6歳児童障害スクリーニング工作規範（試行）』の印発に関して通知」（残聯発
[2013]8 号）2013 年 10 月 12 日。 
27)「中国障害者事業第 8次 5ヵ年計画綱要」（1991-1995）（国務院関於批転「中国障害者
事業八五計画綱要」的通知）1991 年 12 月 29 日公布。 
28)「国務院辦公庁転発国家教育等部門関於十・五期間進一歩推進期間特殊教育改革と発展
意見的通知」(国辦発[2001]92 号),2001 年 11 月 27 日。 
29)「2006 年全国残疾人（障害者）リハビリテーション工作要点」(全康辦[2006]1 号)2006
年 2月 14 日。 
30)「児童孤独症診療リハビリテーションガイド（指南）」(衛辦医政発[2010]123 号)2010
年 7月 23 日。 
31) 上海市人民政府辦公庁転発市教委などの八部門制定の「上海市特殊教育三年行動計画
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(2004）の調査では,1986-2001 年に病院を受診した 1,176 名の自閉症児 6 ヵ月～6 歳（平
均年齢は 2歳 5ヵ月）の内，3歳以後に診断がなされたのが 78.6%，発症（気づき）から受
診までの平均時間は 2 年 11 ヵ月であったと報告している。異常に気づいてからすぐに診
断されたのは 9.0%しかいなかったという結果であった。張（2008）も,約 8 割の保護者が
3 歳までに子どもの異常に気づいていたが,診断までの期間が長く,早期療育の大切な時期
をのがすケースが多くあったと指摘している。また,張（2008）は,療育開始の平均年齢は

































対象児は,診断された時の障害名によって ASD 群と MR 群の 2 つの群に分類された。ASD
群は 9割以上が自閉症で,広汎性発達障害が 6名（3.8%）であった。MR群は MR のみあるい
は他の障害を伴う MR であった（表 2-1）。年齢は 2歳から 15歳までであった。性別は,ASD
群は男児 133 名,女児 26 名の 159 名で,男女比率は 5.1:1 であった。MR 群は男児 40 名,女










ASD 群と MR 群の最初の異常の気づき・指摘・診断の時期を図 2-1 と図 2-2 に示す。 
気づきの年齢は,有意差の検討をした結果,ASD 群は MR 群より「1 歳半頃」・「2 歳頃」の
項目で,有意に多かった。診断の年齢は,「ASD 群」は「MR群」より「2歳頃」,「2歳半頃」
の項目で,有意に多かった。 
障害の気づきは,ASD 群が MR 群より遅い。多数の ASD の親は,1歳半から 2歳半の間に障
害に気づき,2 歳から 3歳の間に指摘あるいは診断に至っている。図 2-1 で示している ASD
群の気づきと指摘や診断された年齢の変化をみると,共通して 9 ヵ月以降から 1 歳までに
徐々に増加し,1 歳以降に急に上昇,2 歳頃のピークに至ってから小学生以降までは緩やか
に減少する傾向がみられた。経過中で 9 ヵ月から 2 歳の間に気づきから診断までのタイ
ム・ラグが存在した。 





最初に気づいた人はともに「母親」が最も多かった（ASD 群が 58.4%,MR 群が 53.1%）。最
初に指摘された場所は,「病院」が最も多かった（ASD 群 73.7%,MR 群 65.6%）。最初に診断




た。ASD 群は MR 群より,「どうしたら治せるのかを考えた」と「ショックを受けた」とい
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う項目が有意に多かった（表 2-4）。ASD 群の親は MR 群の親より病気を治す方法を望む姿勢
がみられた。 
医療機関への希望では,ASD 群は「保護者にできることの提示」（73.1%）を最も多く選択
している。MR 群は「機関の増加」（66.1%）を最も多く選択している。ASD 群は MR群より,
「保護者にできることの提示」（ASD 群 75.0%,MR 群 50.0%）と「専門医師の増加」（ASD 群















ASD 児の早期療育を開始した年齢は,「3 歳から 4 歳頃」が 42.4%,「2 歳から 3 歳頃」が
35.6%,「4 歳から 5歳頃」が 6.1%,の順であった（図 2-3）。早期療育を開始した年齢では,
有意差を検討した結果,ASD 群の子どもは MR群より「3歳から 4歳頃」（ASD 群 42.4%,MR 群
20.0%）で療育を開始する人数が有意に多かった（図 2-3）。 
MR 群の早期療育を開始した年齢は,「2 歳から 3 歳頃」が 25.7%,「3 歳から 4 歳頃」が
20.0%,「6 ヵ月から 12 ヵ月」が 17.1%であった。「6 ヵ月から 12 ヵ月」と「6 歳から 7 歳
頃」の項目では ASD 群より MR群が有意に多かった。ASD 群は早期療育を主に 2歳から 4歳
の間に受けていた。他方,MR 群は 2 歳以前の乳児期後半の時期と学齢期に療育を受けはじ
めるという二極化がみられた。 
ASD 群の療育がはじまる年齢層の最も多い時期は 3 歳から 4 歳の時期であった。それに
対して診断をうける年齢のピークの時期は 2 歳であり,約 1 年の延滞があった。診断から





早期療育を受けた療育機関は,ASD 群は MR 群より,「民間療育施設」と「託児所や幼稚園








早期療育を受けた期間（合計）は,「6ヵ月未満」（ASD 群 16.9%,MR 群 17.1%）,「6 ヵ月
から 1年未満」（ASD 群 17.7%,MR 群 8.6%）,「1 年から 2年未満」（ASD 群 28.5%,MR 群
20.0%）,「2 年から 3年未満」（ASD 群 13.8%,MR 群 11.4%）,「3年から 4年未満」（ASD 群
10.0%,MR 群 20.0%）「4年から 5年未満」（ASD 群 7.7%,MR 群 8.6%）,「6 年以上」（ASD 群







れる。早期療育の形態では ASD 群と MR群との間では差がみられなかった。ASD 群の 46.9%
は集団療育と個別療育の両方を受けでおり,ASD 群の 32.0%は集団療育のみを受けてい




使用した早期療育のプログラムの種類は ASD 群と MR 群で比較すると,「行動療法」と「感
覚統合療法」において MR群より ASD 群が多かった。それ以外の療法は,ASD 群と MR 群にお
いて差がみられなかった（表 2-4）。多くの療育機関では,「行動療法」や「感覚統合療法」
を使用する傾向がみられた。上記の療法以外では,ASD 児の 62.9%は言語訓練を受けたこと
があり,ASD 児の 3 割ほどは日常生活訓練や遊戯療法と音楽療法を受けていた。ASD 児の
3.0%は食事療法や漢方療法などの療法を試みていた。また ASD 児の 3.8%は特別な療法を何
ら受けていなかった。これらの結果から療法では,スキル訓練を重視する傾向がうかがえ
た。 
療育プログラムの効果では,ASD 群の親は MR 群の親より,「子どもとの関わり方が学べ












ASD 群と MR 群の親が求めている発達支援では,ASD 群は MR 群の親より,「専門スタッフ
の充実」,「学習や学校教育への支援」,「子どもの発達への支援」,「財政的支援」,「家





































第 2 節 自閉症スペクトラム児とその家族のニーズ-就学前群と学齢期群の比較を通して
- 
1．問題の所在 
ASD 児を対象として,就学前（幼児期）群（0 歳～6 歳）と学齢期群（7 歳～15 歳）との
比較検討をおこなう。教育段階の時期の違いによって,親が直面するストレスやニーズが
どのように違うのか,その共通点と相違点に着目して分析する。 























ASD 児 159 名を就学前（0歳～6歳）92 名（57.9%）と学齢期（7歳～15歳）67 名（42.1%）
の 2 群に分けて比較し,親の苦悩と不安および家族のニーズの内容の違いについて分析す




対象者は,第 1節の対象者 223 名の内,質問紙の障害名は「自閉症,広汎性発達障害」と答











ASD と診断された子ども 159 名（男児 133 名,女児 26 名）の男女比率は 5.1：1 であった
（表 2-5）。年齢は 2歳 11ヵ月から 15 歳 11 ヵ月であった。中国では,障害児義務教育の入
学時期は定型発達児と違って,生活年齢の 7 歳あるいは障害の状況によって就学猶予する
現状がある。本研究は,0歳から 6歳までの子どもを就学前群とし,7 歳から 15 歳までの子
どもを学齢期群として区分し分析した。その結果,就学前の人数は 92名（57.9%）,学齢期
の人数は 67 名（42.1%）であった（表 2-5）。 
 
所属の機関を表 2-6 で示す。多くの就学前の ASD 児は通園施設で,学齢期の ASD 児ほと
んどは特別支援学校に所属していることがわかる。ASD 児の「身辺自立の程度」,「意思疎

























「家計の状態」では,「ゆとりがない」が 67.7%,「ゆとりがある」が 32.3%であった。 
「日常の生活費においてかさむもの」では就学前の家族は,「教育費」が 87.0%と最も多く,
















































学齢期 81.5%）を希望している。続いて「相談窓口の充実」（就学前 48.3%,学齢期 35.4％）,
73 
 
「相談機関の紹介」（就学前 43.7%,学齢期 35.4%）,「ヘルパーの紹介や派遣」（就学前 35.6%,
学齢期 38.5%）の順となった。 
養育上の支援では,就学前と学齢期ともに 8 割の家族が「子育てセンターなどの充実」
（就学前 92.1%,学齢期 81.5%）を希望している。続いて「相談員の充実」（就学前 51.7%,
学齢期 36.9%）,「ボランティアなどの充実」（就学前 33.7%,学齢期 40.0%）の順であった。 
「生活・教育・医療・福祉のことで相談できる人」という質問に対して多重回答形式で回
答を求めたところ,就学前の親が選択したのは,第 1 位「学校や施設の人」67.1％,第 2 位
「障害家族の知り合い」34.1%,第 3位が「配偶者」35.3%であった。学齢期の家族が選択し










































第 3 節 総合考察 
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第 1 節 研究目的 
本章では,大都市部に近接する中国 S市の特別支援学校に在籍している 10 名の知的障害





































10 名とその母親 10 名および対象児が所属する学校の担任教師 8 名である。対象児の年齢
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 本研究は 2012 年 8 月から 10月に実施された。 
調査は,以下の 3つの調査（対象児，母親，担任）からなる。 
（1）対象児の調査 

































第 3 節 結果 
対象児 10 名を上記の方法によって発達診断した。その結果にもとづいて 3 グループに
区分した。グループ１は発達年齢 1歳 6ヵ月前後（1次元可逆操作期）,グループ 2は発達
年齢 2歳前後（2次元形成期）,グループ 3は発達年齢 4歳前後（2次元可逆操作期）。その

























  b.グループ 2 
3 名がこのグループに区分された。生活年齢は 7歳～9歳（平均生活年齢,8 歳）。発達段
階 2歳前後（2次元形成期）。姿勢・運動面については「階段登り」，「段差からの飛び降り」
に通過している（全員）。「ケンケン」で 5 歩以上前進することができることから，3 歳後
半の水準にあると考えられる（F・G児）。認知・適応面については，「トラックの模倣」で
はトラックを積み木で構成し，それを見立てて走らせることができた（G・H児）。F児はモ






















3 グループに区分したが,X 校と Y校との間で差はなかった。特別支援学校にいる子ども


































文がいえたが,以後言語は退行し,はっきりした発音ができなくなった」(C 児), 「2 歳 6 ヵ
月になっても言語がなかった」(D 児)。【対人関係】「他の子どもと遊ばなかった」(B 児)。





【睡眠・生活】「偏食がひどい」(G 児),「1 歳以降昼寝をしなかった」(H 児)。【言語】
「言語が遅れた」(F 児), 「1歳 4ヵ月になっても言語がなく,名前を呼んでも返事がなか








【言語】「2歳 6ヵ月まで普通にしゃべったが,2 歳 8 ヵ月から物をほしい時言葉ではなく,



















































A 児以外の 4名は,母親による気づきがあった。 
A 児の気づきは 1 歳 6 ヵ月時に民間早期教育機関の教師から発達に問題があると指摘さ
れたのが最初であった。A児の母親は,ただちに自分の故郷の K市の総合病院を受診し自閉
症の診断を受けた（1 歳 6 ヵ月）。同時に子どもの状況を詳しく知るために,小児医療のレ
ベルが高いL市の小児専門病院を受診し,詳細な診察と相談を受けている（最終診断,2歳）。
療育は最初の診断時から開始されている（1歳 6ヵ月）。 
B 児は,2 歳の時「2歳になっても発話がない」ことが最初の気づきであった。2歳 3ヵ月
に S 市母子医療保健センターを受診し MR（知的障害）と診断された。母親は納得できず,
同時期に M市の精神病院を受診し自閉症近縁と診断された（2歳 7ヵ月）。療育の開始は 2
歳 6ヵ月からであった。 





問題が大きいと自覚し初診から 9 ヵ月後に M 市の精神病院を受診し,広汎性発達障害と診
断された（3歳 3ヵ月）。療育の開始は,3 歳 3 ヵ月からであった。 
D 児の母親は,7 ヵ月時「声かけで反応がなかった」のが最初の気づきであった。最初の




















G 児は 1歳 4ヵ月の時に「1歳 4ヵ月になっても言語がなく,名前を呼んでも返事がなか
った」というのが母親の最初の気づきであった。S 市小児専門病院を受診したが「問題な
し」といわれた。2 歳 4 ヵ月時に母子医療保健センター医師から自閉症の疑いの指摘を受
けた。それに納得できず，3歳の時に 3ヵ所目の M市精神病院を受診し,自閉症の最終診断
を受けた。指摘後,2 歳 4ヵ月から療育を開始した。 









 2 名とも母親の気づきがあった。 
I 児の母親は,1歳ごろ他児と比較して言葉が遅いことが気になっていた。「2歳 6ヵ月ま
で普通にしゃべったが,2 歳 8 ヵ月から物をほしい時言葉ではなく,私の手を使って要求し
た」ことから再び気になりはじめた。2 歳 10 ヵ月の時,幼稚園の教師から「順番待ちがで
きなくなった」,「言語が消えた」という指摘があり,すぐに O市大学附属総合病院を受診
し,自閉症と診断された。療育は 3歳から開始している。 








あった。「初診」で 3名は「様子をみる」（C・E・G児）, 初診で 5名は「自閉症（疑いを
含む）または広汎性発達障害」（ A・D・F・I・J児）と診断された。2名は「知的障害ある
いは発達の遅れ」（B・H児）と診断された。初診が最終診断となったのは 2名（F・I児）



































































ている。対象児 10 名中 6 名の親は,幼稚園の環境が子どもの発達を向上させると考え,子
どもを幼稚園あるいは民間の早期教育教室に入園させている（A・C・E・F・H・I児）。これ
らの子どもは,幼稚園の教師によって「指摘され」受診するきっかけとなっている。 
診断までの経過をみると, 初診が最終診断となったのは 3名（D・F・I児）で,その他 7


























対象児が最初に療育を開始した年齢は,1 歳 6 ヵ月（A児）から 4歳（F児）までで,平均
















B 児は,2 歳 6 ヵ月から 8 歳近くまで約 5 年間療育を受けた。利用した療育機関の数は 3










C 児は, 3 歳 3 ヵ月から 8 歳まで（学校に入学するまで）約 5 年間療育機関と幼稚園に
行った。療育には合計 1 年 7 ヵ月行った。最初の療育機関に 3 歳 3 ヵ月から 1 年間,その
後別の療育機関で 7ヵ月間療育を受けた。療育機関は 2ヵ所とも民間施設であった。その
前後に 4つの幼稚園に在園した（3歳から 2ヵ月間,4 歳モンテッソーリ教育法の幼稚園に










E 児は,3 歳から 6 歳の間療育を受けたが,家族問題が原因で断続的であった。療育を受
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けた期間の合計は 1 年 10 ヵ月であった。療育機関は 5 ヵ所で,最短１ヵ月最長 10 ヵ月で
あった。グループ指導は公立で,それ以外はすべて民間施設であった。療育内容は,感覚統








































































療育を受けた期間の合計数は,最低 6ヵ月,最高 6年であった（表 3-2 参照）。療育期間の
































































 ASD 児にとって，特別支援学校入学前と後とでは教育内容や生活は大きく異なる。 
就学前の幼稚園は,家からの単独通園であり,療育機関は母子通園が多い。特別支援学

































グループ 3 は, 発達年齢が 4 歳前後の段階である。このグループに属する子ども 2 名と







































































 c.グループ 3 
教師は,グループ 3 の子どもたちの困難と特別ニーズを以下のように考えている。 




























































第 4 節 総合考察 

















































































































































































































1．X 校と Y 校は共に特別支援学校教育部の特別支援学校教育課程方案を実施している学校
である。一般性の課程と選択制の課程の両方がある学校である。        
X 校は 1985 年, S 市政府が設立した公立の特別支援学校である。開校の時,知的障害を





務教育クラスが 9つ,職業訓練クラスが 1 つ,合計 100 名の在籍児童がいる。この在籍数に
対して,教職員が合計 31 名,内教員が 28 名である。クラスは児童の実態に合わせながら,
教員と 1：3 の割合で構成されている。 





同クラスⅣの順にクラスを編成している。4 クラス合計 46 名の在籍児童がいる。教職員が
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終 章 本研究のまとめと今後の課題  
本研究は,中国での最初の自閉症症例の報告から現在までの自閉症スペクトラム児（以
下,ASD 児と略称する）とその家族の発達支援政策の変遷展開の分析（第 1 章）および ASD










中国の第 6回人口普査（2010 年国勢調査）の結果によると,1979 年に「一人っ子政策」が
実施されたが,31 年目の 2010 年では,0 歳～14 歳の子どもの数は 22 億 2,259 万人（総人口
の 16.6%）で,2000 年と比べ 6.29%ポイント低下し,少子化が進行しつつある（中国国家統計
局,2013;張,2012）。他方,65 歳以上の高齢者人口は 8.87%となり,高齢者社会が始まりつつ





























































乳幼児期の 0 歳～6 歳児の保健サービスの中,予防接種のサービスは充実しているが,乳

























第 2 節 幼児期と学齢期における特別ニーズと発達支援の課題 
本研究では ASD 児の幼児期および学齢期の特別ニーズの実態を明らかにしてきた。 
幼児期の ASD 児のニーズ調査では,身辺の自立に部分的介助が必要は約 9割く（完全な介








学齢期の ASD 児調査結果から,特別支援学校に在学している ASD 児の 3割前後は重度の子

























































図 4-1 は,母親が語った心理状態は,ライフライン・インタビュー・メソッド 1)（Life-Line 








































2 つ目は,すべてのニーズ調査の対象者は,ASD 児を持つ親であり,研究の焦点は ASD 児の
親および家族である。ASD 児のニーズは親のニーズを通して反映することになるが,この方
法でよいかという点である。質問に応えることができない子どもたちも少なくない。このよ












た。質問紙研究法を利用して,ASD 児と MR 児の違い,ASD 児の早期発見から療育までのプロ
セスの違い,ASD 児の特徴的なニーズ,また幼児期と学齢期の親が持っているニーズの特徴




































第 5 節 本研究の制約と限界 
本研究では,中国の ASD 児とその家族の発達支援ニーズを把握するために,研究対象児の
年齢を幼児期と学齢期の子どもに焦点をあてて計画した。量的調査の対象児は,223 名で就
学前（幼児期）と学齢期の ASD 児と MR児の親を対象にすすめた。障害の気づきから早期療





































彼ら ASD 者のニーズはまだ明らかにされていない。今後,義務教育以降の ASD 者の就職問題,
就労支援,養護問題などに関する発達支援のニーズを続けて解明していきたい。 
















際に ASD 児とその家族に役に立てるようにするべきか,一層深く考える必要がある。 
 
注： 








Assink,H.J.Marian & Schroots,J.F.Johannes（2010） The Dynamics of Autobiographical 
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①男  ②女 
 
問2．お子さんの現在の所属 
①保育所・幼稚園  ②通園施設（就学前対象） ③通園施設（6歳以上も対象） 
④小学校（通常学級・特別支援学級）  ⑤中学校（通常学級・特別支援学級） 
⑥特別支援学校   ⑦家庭（在宅）  ⑧その他 
 
問3．お子さんの出生年月と現在の年齢 
出生(平成・西暦)     年     月   現在の年齢      歳 
 
問4．お子さんの主たる障害または状態像（一つだけ選択） 
①知的遅れがある   ②運動発達の遅れがある ③言語発達の遅れがある 
④発達障害がある（自閉症，アスペルガー障害） ⑤発達障害がある(ADHD/LD） 
⑥行動上の問題（多動,かみつき,つきたおし,集団参加ができない）がある 




①身辺自立の程度     
（ァ）介助  （ィ）部分介助 （ゥ）介助不要 
②他者との意思疎通の程度 






④多動がありますか   







③や⑥に該当する場合は，人数を（    ）内に記入してください。 
 ①父親 ②母親 ③兄弟姉妹 ④祖父 ⑤祖母 ⑥他の親戚  






①父親  ②母親  ③父母両方  ④祖父・祖母  ⑤兄弟   
⑥その他（    ） 
 
問8．父親の職業 
①専門職（技術者・医者・研究者等）   ②商業・サービス業 
③製造業 ④農業・漁業   ⑤公務員  ⑥日々雇用 
⑦無職（失業中を含む）   ⑧その他（    ） 
 
問9．母親の職業 
①専門職（技術者・医者・研究者等）   ②商業・サービス業 
③製造業 ④農業・漁業   ⑤公務員  ⑥日々雇用 
⑦無職（失業中を含む）   ⑧その他（    ） 
 
問10．家屋の所有状況 
①一戸建て（持ち家）  ②一戸建て（借家） ③集合住宅（所有） 
④集合住宅（賃貸）   ⑤官舎    ⑥親の家に同居 
⑦その他（    ） 
 
問11．日常の生活費がかさむのは以下の項目の内どれですか（複数回答可） 
①食費  ②水道・光熱費 ③教育費   ④交通費  ⑤医療費 
⑥住宅費 ⑦借金の返済 ⑧その他（    ） 
 
問12．家計の状態 










①配偶者（夫または妻 ）②父親（子どもの祖父）  ③母親（子どもの祖母） 
④親戚        ⑤友人          ⑥近所の人   
⑦障害児家族の知り合い ⑧学校や施設の人（先生またはスタッフ）  
⑨職場の同僚       ⑩同じ宗教団体のメンバー ⑪その他（    ） 
 
問14．現在の悩みや不安（複数回答可） 
①生計中心者の病気・事故   ②家族の病気・事故   ③介助の人手が足りない 
④リハビリ・訓練ができない ⑤教育費がかさむ     ⑥医療費がかさむ 
⑦収入が少ない             ⑧借金･ローンの返済  
⑨自由な時間がもてない     ⑩その他（    ） 
 
問15．将来の悩みや不安（複数回答可） 
①生計中心者の病気・事故   ②家族の病気・事故   ③介助の人手が足りない 
④リハビリ・訓練ができない ⑤教育費がかさむ   ⑥医療費がかさむ  
⑦兄弟姉妹の結婚      ⑧本人の就職     ⑨本人の結婚 




①母親    ②父親    ③祖父母      ④親戚 
⑤兄弟姉妹    ⑥お手伝いさん    ⑦養育者はいない ⑧その他（    ） 
 
問17．養育上の苦労や不安（複数回答可） 
①食事が大変      ②入浴や排泄が大変 






⑩利用できるサービスを見つけるのが大変     
⑪その他（    ） 
 
問18．養育者自身の苦労や悩み（複数回答可） 
①自分の健康  ②外出できない    ③仕事に出られない 
④イライラしやすい ⑤介助がいやになる  ⑥自由時間が持てない 





①特別児童扶養手当の充実 ②親の労働保障    ③居住条件の改善 
④医療費の補助  ⑤その他（    ） 
 
問20．生活の支援で希望すること（複数回答可） 
①相談機関の紹介    ②相談窓口の充実  ③ヘルパーの紹介や派遣  
④レスパイト（一時預かり制度）の充実  ⑤その他（    ） 
 
問21．養育上の支援で希望すること（複数回答可） 
①ボランティアなどの充実  ②相談員の充実 




①自立して生活できる   ②施設で生活できる  ③作業所に働きにいける 
④給与のもらえる仕事につく ⑤結婚できる 










①あった   ②なかった 
 
問25．お子さんが生まれたときの状況であてはまるものはどれですか（複数回答可） 
①安産  ②仮死  ③へその緒が首に巻きついていた 
④帝王切開で出産 ⑤新生児黄疸が強かった  
⑥保育器に入った（    ）日 







①母親    ②父親   ③親戚   ④近所の人   ⑤友達 
⑥保健医師  ⑦保育園（または幼稚園）の先生     ⑧学校の教師 




①新生児期   ②3,4ヵ月頃   ③6,7ヵ月頃   ④9,10ヵ月頃 
⑤1歳頃    ⑥1歳半頃    ⑦2歳頃      ⑧2歳半頃 
⑨3歳頃    ⑩3歳半頃    ⑪4歳頃⑫4歳半頃 
⑬5歳頃以降  ⑭小学生になってから        ⑮気づかなかった 
 




①保育園または幼稚園    ②保健所,保健センター（乳幼児健診や発達相談を含む） 
③病院  ④児童相談所  ⑤大学心理センター 
⑥学校   ⑦その他（    ） 
 
問29. 「発達の遅れ」または「障害」があると最初に指摘されたのはいつ頃でしたか 
①新生児期   ②3,4ヵ月頃   ③6,7ヵ月頃   ④9,10ヵ月頃 
⑤1歳頃    ⑥1歳半頃    ⑦2歳頃         ⑧2歳半頃 
⑨3歳頃     ⑩3歳半頃       ⑪4歳頃      ⑫4歳半頃 




①知的遅れがある  ②運動発達の遅れがある  ③言語発達の遅れがある 
④発達障害がある（自閉症,アスペルガー障害 ） ⑤発達障害がある(ADHD/LD） 
⑥行動上の問題（多動,かみつき,つきたおし,集団参加ができない）がある 
⑦その他（    ） 
⑧医学的あるいは専門的な診断は受けていない 
 
※ 問30で①～⑦を選択された方→ 問31以降，引き続きお答え下さい。 




①病院   ②その他の機関・施設（    ） 
 
問32．診断によってお子さんの主たる障害または状態像を告げられたのはいつ頃でしたか 
①新生児期  ②3,4ヵ月頃  ③6,7ヵ月頃  ④9,10ヵ月頃  ⑤1歳頃 
⑥1歳半頃   ⑦2歳頃        ⑧2歳半頃      ⑨3歳頃      ⑩3歳半頃 




①告知を受け入れられなかった  ②ショックを受けた 
③診断に納得した      ④将来が不安になった 
⑤育て方が原因ではなくてよかった     ⑥育てる元気がなくなった 
⑦自分の子どもに嫌悪感や差別感をもった ⑧健常児に近づけたいとおもった 























⑤説明をもっとわかりやすくしてほしい    
⑥診察や相談の時間をもっと取ってほしい 
⑦親として何ができるかを知らせて欲しい 







①はい   ②いいえ 
 
※「 はい 」の方   → 問37以降，引き続きお答え下さい 
 「いいえ」の方   → 問45へ進んで，それ以降の問にお答え下さい 
  
問37．早期対応または早期教育のプログラムを開始した時期はいつからでしたか 
①6ヵ月以前から  ②6ヵ月～12ヵ月頃  ③1歳～2歳頃  ④2歳～3歳頃 




①公的療育施設(無料 )        ②公的療育施設(有料)  ③民間療育施設 
④保育園（幼稚園）の通常クラス ⑤保育園（幼稚園）の特別クラス  
⑥養護学校(特別支援学校)幼稚部 ⑦病院  




①集団療育   ②個別療育   ③集団療育と個別療育の両方 
 
問40．早期対応または早期教育のプログラムはどのような内容でしたか（複数回答可） 
①言語療法     ②作業療法     ③行動療法（応用行動分析;ABA） 
④遊戯療法     ⑤感覚統合療法      ⑥音楽療法  
⑦日常生活訓練   ⑧特別な療法は受けなかった 




①6ヵ月未満     ②6ヵ月-1年未満  ③1年-2年未満  ④2年-3年未満 
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⑤3年-4年未満     ⑥4年-5年未満    ⑦6年以上（    ） 
問42．早期対応または早期教育のプログラムを受けるのに負担は大きかったですか 
（複数回答可） 
①人的負担が大きかった  ②お金の負担が大きかった 
③時間の負担が大きかった  ④やりくりできる負担であった 









⑦その他（    ） 
 
問44．早期対応または早期教育のプログラムに満足していますか 




①配偶者（夫または妻）     ②親戚     ③近所の人  ④友達  
⑤医師     ⑥保健医師  ⑦心理の専門家  ⑧保育園（幼稚園）の教師 
⑨学校の教師 ⑩施設の教師 ⑪行政の関係者 ⑫その他（    ） 
 
問46. 現在，受けている支援はどのようなものですか(複数回答可) 
①お子さんの障害への支援      ②お子さんの発達への支援 
③財政的支援            ④学習（学校教育）への支援 
⑤家族の負担を軽減するための支援 ⑥その他（    ） 
 
問47．現在，求めている支援は何ですか（複数回答可） 
①お子さんの障害への支援     ②お子さんの発達への支援 
③財政的支援           ④学習（学校教育）への支援  
⑤友だちや遊び仲間がほしい    ⑥家族の負担を軽減するための支援 
⑦教育プログラムの充実      ⑧専門スタッフの充実 

































①男  ②女 
 
問2．お子さんの現在の所属 
①保育所・幼稚園  ②通園施設（就学前対象） ③通園施設（6歳以上も対象） 
④小学校（通常学級・特別支援学級）  ⑤中学校（通常学級・特別支援学級） 
⑥特別支援学校   ⑦家庭（在宅）  ⑧その他 
 
問3．お子さんの出生年月と現在の年齢 
出生(平成・西暦)     年     月   現在の年齢      歳 
 
問4．お子さんの主たる障害または状態像（一つだけ選択） 
①知的遅れがある   ②運動発達の遅れがある  ③言語発達の遅れがある 
④発達障害がある（自閉症，アスペルガー障害） ⑤発達障害がある(ADHD/LD） 
⑥行動上の問題（多動,かみつき,つきたおし,集団参加ができない）がある 




①身辺自立の程度     
（ァ）介助  （ィ）部分介助  （ゥ）介助不要 
②他者との意思疎通の程度 






④多動がありますか   



























       
       
       












































【①学習面 ②友だち関係 ③日常生活 ④その他】 
④ 
 
義務教
育を終
えた以
後 
将来 
就職・生
活 
＊将来の願いと展望およびその時の気持ち 
＊その将来の夢に近づくために、どんなことを期待しますか 
⑤ 
 
 
 
総括的質問 
 
 
＊医療に望むこと  
＊療育に望むこと 
＊教育に望むこと 
＊社会などに望むこと 
＊その他の自由記述 
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調査用紙 Ⅲ 
自閉症スペクトラム児の特別ニーズ関する調査 
（特別支援学校の担任教師） 
 
1．現在学校で以下のことを困っていることを教えてください。 
（1）学習面 
 
 
 
（2）友達関係 
 
 
 
（3）学校生活 
 
 
 
（4）その他 
 
 
 
2．子どもが困っていることに対してどんな取り組みをしていますか。 
（1）学習面 
 
 
 
（2）友達関係 
 
 
 
（3）学校生活 
 
 
 
（4）その他 
 
 
 
